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産業進化と創業 ･成長支援策
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(城西大学経済学部)
1.は じめ に
1995年に産業構造審議会報告が ｢基本的にスモールビジネスであるベン
チャー企業こそが日本経済のダイナミズムの源泉であり,･,･-経済発展の主
軸｣であると強調したのを端緒として(1),小規模企業やそのような企業の創
業に対する政策スタンスが大きく転換した(2).そして,1990年代後半には,
このようなベンチャー企業 (あるいベンチャービジネス)と呼ばれる新興の
小規模企業や,中小企業全体-の期待を具体化させるべく,そのような企業
を対象とした広範な創業支援策や経営支援策が導入された.
しかしながら,新興の小規模企業が個々に持つ雇用創出能力や研究開発能
力が大きくないことは自明であるし,そのような企業が小規模ゆえに経営上
固有の1)スクを負うことも自明である,そして,そのようなベンチャー企業
への期待は,そのような企業による革新的活動への期待と重ねられたが,日
本型イノベーション･システムは,既存の大企業を基本的な単位として,そ
れに政府機関が深く関与することで成立してきたのである.
本稿では,特定の産業部門における創業の増大や小規模企業の成長が,そ
の産業部門全体の雇用拡大や,結果として長期的に雇用拡大をもたらす革新
(1)通商産業省 (1995)
(2)新田 (1999b)を参照
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的活動といったパフォ-マンスに与える影響を検討することで,創業支援
(成長支援を含めて本稿では創業 ･成長支援という表現を用いる)-の理解
を試みる.
まず,2節では,創業 (あるいは廃業)や企業の成長 (あるいは縮小)を
通じての産業部門のパフォーマンスの変化を理解するために,Nelsonand
Winter(1982)に始まりAcsandAudretsch(1991)や Audretsch(1995)で
展開された産業進化のヴィジョンを検討する.産業進化のヴィジョンは,そ
の産業の置かれた技術レジームが企業者的である (革新的活動が活発であ
る)なら参入と退出が活発に行われ,それがルーティンであるなら企業者的
である場合と比較して参入も退出も停滞すると見る.ただし,製造業をベー
スとして生み出されたこのようなビジョンは,とりわけ,パフォーマンス指
標として雇用を焦点とする場合,現実に雇用拡大の中心的役割を担うサービ
ス業を中心とする非製造業部門を含めて分析できるよう修正する必要がある
と思われる.本稿では,サ-ビス業における活発な参入を同じ部門における
退出によって説明する相対的残余資源の概念を導入する.
次に,平成12年 9月14日までに公表された平成11年事業所 ･企業統計の集
計結果を利用して,従業者ベースでの事業所の新設と廃業の関係を調べるこ
とで,企業者的な技術 レジームのもとにある産業部門の特定化を試みる
(3-1節).そして,そのような産業部門において,雇用拡大につながるよ
うな創業 ･成長支援策について検討する (4節).それらをつなぐ3-2節
では,産業進化を雇用拡大に変換するトランスミッションとしての役割を果
たす最小効率規模の概念を分析に導入する.最後の5節では,1990年代後半
に日本で導入された創業 ･成長支援策を,産業進化のヴィジョンから概観
し,4節の分析に基づいた若干の政策的含意を付加する.
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2.産業進化のビジョン
Audretsch(1995)は,｢新企業の産業-の参入は,規模の経済性と革新的
な活動が重要な役割を演ずる産業においては実質的に阻止されることはな
かった｣と述べ(3),革新的活動が活発な産業部門ではむしろ新企業の設立が
活発になる点を,解 くべきパズルとして提示 した.このパズルに対 して
Audretsch自身は,NelsonandWinter(1982)の技術レジームとプリンシパ
ル ･エージェント間の知識の非対称性を用いて解答している.
今,ある従業員 (エージェント)が探索活動の結果として潜在的価値を持
つ新 しい経済的知識を発見したとしよう.技術 レジーム (technological
regime)がルーティンであると特徴づけられる産業部門では,組織内での知
識の非対称性は相対的に小さいと考えられるので,この新しい知識に対する
プリンシパルとエージェソTlの評価は,大きな差を生じる可能性が小さいだ
ろう.
それに対して,企業者的な (entrepreneurial)技術レジームのもとでは,新
しい知識に対するプリンシパルとエージェントの評価は,大きな差を生じる
可能性がある.そして,プl)ソシパルとエージェントの評価の ｢非対称性の
程度が大きいほど,新しい経済的知識は,エージェントである彼女あるいは
彼が,その新しい知識の予想される経済的価値を専有するために,新しい企
業を始めざるをえないという意思決定に帰結する｣のである(4).
このような創業者は,｢企業者的な技術レジ-ムの下では,新規参入者が
イノベーションを遂行する可能性がより大きいため｣,｢新しい経済的知識の
期待価値を専有したいという願望によって動機づけられ上 ｢たとえ損失に直
面したとしても容易に退出を意思決定しない｣のである(5).その結果,最小
(3)Audretsch(1999)p79
(4)Audretsch(1995)p.40
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効率規模 (minimum efficientscale)を達成できない多数の小規模企業が,
選別プロセス (selectionprocess)の中に入り込み,そこに滞留するという現
象が生じることになる.そして,その中のある企業は,やがて最小効率規模
を達成してこの産業に残るが,他の多くの企業はこの産業から追出していく
結果となる.つまり,新規参入が活発な産業では,その結果として多くの企
業が追出していくのであるが,他方で企業規模の分布状況は非対称で (小規
模企業に偏 り)変化しないのである.
以上のような Audretsch(1995)の仮説は,阻織的意思決定と対立し,組
織を飛び出し,事業を興し,容易には退出しないという,初期のシュンペー
ターが描いた ｢流れに逆らって泳ぐ｣企業者を紡俳とさせる.このような企
業者が企業者的な技術レジームの下にある産業部門における参入の多きを説
明するとしても,そのような参入の多きをもって退出の多きを説明すること
ができるのだろうか.また,参入と退出が活発に行われるのは,企業者的な
技術レジームのもとにある産業部門だけなのだろうか.
新田 (2000)では,日本の技術志向型企業の創業者に対するアンケート調
査の結果を通じて,このような Audretsch(1995)のプリンシパル ･エー
ジェント間の知識の非対称性が創業の意思決定の源泉となりうる仮説を支持
している.他方で,この調査からは潜在的に創業を志向し,棲み分け的な技
術機会に敏感で,必要な経営資源の利用可能性について想定されるリスクに
対する担保 (資源の利用可能性が高くなること)が,創業の意思決定に大き
な影響を与える創業者の類型が,より高い比率 (前者の28%に対して60%)
を占めていることを確認した(6).
そのような創業者は,彼が勤務していた会社 (企業)や業界 (産業部門)
におけるルーティンな業務についての知識も持ち合わせているとともに,か
(5)Audretsch(1999)pp.90-91
(6)新田 (1999a)p.109
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っての同僚や取引先ともコネクションを持っている.何よりも彼は,営業や
生産管理など多様な業務を遂行する中で新しい知識を探索し,探索の結果と
して,前の勤務先が少なくとも当面は自分の会社のライバルにはならない事
業 ドメインを選択するのである.
このような創業者を想定することで,廃業率の高さを新設率の高さ (創業
の多さ)に結びつけることができる.すなわち,廃業した事業所で雇用され
ていた人的資源を含めて,人的資源は同一産業部門内で流動する可能性が高
い.そのような人的資源は少なくともルーティンな業務に関する限り,相対
的に高い知識を持っている.廃業率の高い部門では,そのような人的資源を
はじめ,生産設備や中間投入においても,場合によっては資本でさえも相対
的に有利な条件で雇用できる可能性が高いと考えられる.このような資源の
利用可能性は,同業者であるところの潜在的創業者に経済的機会を提供す
る.とりわけ,このような相対的残余資源の利用可能性が高く,そのことが
創業に結びつきやすい産業部門は,人的資源への依存度の大きいサービス業
に属する部門であろう.
3.参入 ･退出のファク ト･ファインデ ィング
本節では,平成11年事業所 ･企業統計を利用して1996年から1999年の期間
について,従業者ベースでの事業所の新設を参入,同じく廃業を退出と読み
替えて,それらの相関の程度や新設 ･廃業の水準,あるいは,(新設率に対す
る廃業率の倍数で表される)新設と廃業の関係,それらと事業所規模の関係
についてファク十･ファインディソグを行う.1996年から1999年の期間だけ
を扱ったのは,1期間前の平成8年調査のデータを含めることで,構造変化
要因を考慮せざるを得なくなると考えたためである.
2節で見たように,事業所の新設と廃業の間には正の相関があると予想で
きるし,その程度は,産業部門によって非対称と考えられる.そして,技術
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レジームが企業者的であるなら参入と退出が活発に行われ,ルーティンであ
るなら企業者的である場合と比較して参入も退出も停滞するはずである.
それぞれの産業部門についてその技術 レジームを把握するためには,イン
プットとしての研究開発費やアウトプットとしての特許統計が利用されるこ
とが多いが,これらの指標としての限界は,すでに多くの論者によって指摘
されてきた.AcsandAudretsch(1991)では,フューチャー ･グループが米
中小企業庁 (SBA)の委嘱で作成した企業規模別のイノベーションの直接的
なアウトプットについてのデータを利用して,各産業部門の技術レジームの
特定化を試みている(7).
本稿では,このようなイノベーション (より広く革新的活動)そのものの
パフォーマンスを見るためのデータは利用しない.むしろ,雇用拡大をもっ
て,その産業部門の革新的活動のパフォーマンスを表す指標と見ることにす
る.すなわち,企業者的な技術レジームのもとにある産業部門では,活発な
参入と退出が見られるとともに,それを通 じて雇用が拡大していると考え
る.他方で,革新的な活動とともに産業進化を特徴づける規模の経済が働く
部門については,企業規模が拡大するに伴い,新設と廃業の水準は低下し,
その低下は反転位置 (最小効率規模)に達するまで続くことが予想できる.
3-1.新設率と廃業率
まず,平成11年事業所 ･企業統計の速報詳細表の第7表 ｢産業 (中分類),
(7)このような直接的なデータの作成可能性は,イノベ-ションをどのように定義する
かにかかっている.たとえば,米中小企業庁ではイノベーションを ｢ある発明で始ま
り,その発明の開発を続行し,結果として新規の製品やプロセス,あるいはサービスを
市場に導入するプロセス｣と定義している.｢発明｣と ｢新規｣を評価する実際の尺度に
もよるが,このような相対的に厳しい定義では,非常に細分化の進んだ製品市場や,
サービスの場合には空間的に分断された市場へのイノベ-ションの導入,イノベー
ションの普及やそのプロセスにおける漸進的な改良といった革新的活動の実態を把握
することは困難と思われる.
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常用雇用者規模 (10区分),存続 ･新設 ･廃業別事業所数及び従業者数 (氏
営)-全国 (平成11年 ･8年)｣を利用して,1996-1999年の間の製造業と
サービス業について,従業者数ベースでの事業所増加率 (新設率)と事業所
減少率 (廃業率)の相関を調べた.
新設率は,1996年調査時点で当該部門の事業所の従業者数に対する1999年
調査で新設と見なされた事業所の従業者数の比率として,また,廃業率は,
1996年調査時点で当該部門の事業所の従業者数に対する1999年調査で廃業と
見なされた事業所の従業者数の比率として算出した.
なお,ここでは,大分類Fからサービス業としての性格が強いと考えられ
る出版 ･印刷 ･同関連産業 (申分疾19)と,サンプル数の少ない武器製造業
(中分類33)を除外した21部門を製造業とした.また,サービス業について
は,大分煩L (サービス業)から非常利敵織を多く含む協同魁合 (85),医療
莱 (88),保健衛生 (89),社会保険,社会福祉 (90),教育 (91),学術研究
機関 (92),宗教 (93),政治 ･経済 ･文化団体 (94),その他のサービス業
(95)を除いた残りに,大分煩のG,H,J,K(電気 ･ガス ･熱供給 ･水
道業,運輸 ･通信業,金融 ･保険業,不動産業),大分類 Ⅰの卸売業 (48-
53),小売業 (54-59),飲食業 (60-61)を加えた22部門とした.これら製造
業とサービス業,および大分煩各部門の新設率と廃業率は,調査期間内の従
業者変化率,廃業率 ･新設率比率 (廃業率を新設率で除した値)とともに,
表3-1-1(a)～(C)にまとめてある.
ここでの21部門の製造業における新設率と廃業率の相関を見ると,R2ほ
0.047であった(8).新設率と廃業率の相関をプロットした図3-1-1(a)を
見ると,廃業率と新設率の格差の大きさによって2つのグループが観察され
る.そこで,各部門の廃業率と新設率のパターンにおける多様性を補正する
(8)以下の回帰分析の結果は付表Aにまとめてある
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蓑 3- 1- 1(a) 新設 ･廃業の概観 (製造業中分解 1996-1999年)
産# (申分頼) 従暮書増加率 (鶴) 新枕率 (%) 廃業率 (%) 廉#串 ･斬世事比率
12食料品At辻井
13飲料 ･たばこ･飼料淑池井
14繊維工兼
15衣服 ･その他の繊維軸晶魁辻井
16木材 ･木戦晶魁泣暮
17萩Jt･監dt晶魁迩光
18パルプ･抵 ･紙加工品8t漣#
20化学エ#
21石油戦晶 ･石炭出品敷地♯
22プラスチック利点軌連*
23ゴム戦晶BL連井
24なめし革 ･同軸品 ･毛皮製蓮井
25無難 ･土石11品魁辻井
26鉄鋼)k
27非鉄金属叫遁x
28金属魁晶43遭X
Z9一般機械轄Jt利達♯
30で煎槻械耕A製油aK
31輸送用地織ポA魁辻井
32柵密機械器A判遁X
34その他の製遁*
-7.4 5.2 8.0
･12.1 3.7 6.6
-20.2 2.3 10.8
-25.0 3.4 14.5
-19.6 3.0 10.7
-17.2 3.5 10.0
-9.3 3.9 6.6
-7.6 4.6 4.8
-22.6 3.2 ll.5
-7.1 4.7 7.5
-13.6 2.8 8.2
122.7 3.5 13.8
-15.3 2.9 6.6
-14.1 3.9 4.4
-14.1 ,a.6 5.9
-11.5 4.4 8.3
-8.1 4.1 6.9
-9.1 4.4 6,6
-9.5 3.1 4.7
-8.4 5.0 6.ら
-15.4 5.1 10.3
1.53
1.77
4.70
4.25
3.51
2.88
1.70
i.06
3.63
1.60
乙98
3.92
2.27
1.13
～.27
1.88
1.69
1.52
1.52
1.31
1.99
資料)平成11年事業所 ･企業統計速報詳細蓑第7表 ｢産業 (中分類),常用雇用者規模 (10区
分),存続 ･新設 ･廃業別事業所数及び従業者数 (民営)一全国 (平成11年 ･8年)｣よ
り作成.
ため,廃業率を新設率で除した廃業率 ･新設率比率 (廃業率を新設率の倍数
として表している)'を導入した.
この廃業率 ･新設率比率が高い部門には,製造業では廃業率が10%を越
え,雇用もマイナス20%前後と大幅に減少している縮小プロセスの途中にあ
る産業部門が当たっている.ここでは,廃業率 ･新設率比率が2を越えるグ
ループ (繊維工業,衣服 ･その他の繊維製品製造業,なめし革 ･同製品 ･毛
皮製造業,石油製品 ･石炭製品製造業,木材 ･木製品製造業,ゴム製品製造
莱,家具 ･装備品製造業,非鉄金属製造業,窯業 ･土石製品製造業)と2以
下のグループ (その他の製造業,金属製品製造業,飲料 ･たばこ･飼料製造
莱,パルプ･紙 ･紙加工品製造業,一般機械器具製造業,プラスチック製品
製造業,食料品製造業,輸送用機械器具製造業,電気機械器具製造業,精密
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表31 1-1(b) 新設 ･廃業の概観 (サ -ビス 業中分析及び卸売･小売業,飲食 店及び大 分
類G IH ･J ･K 1996-1999年)
産# (大分類･中分類) 従#書 qf加串 (鶴) 新政率 (鶴) 鹿北率 (鶴) 廃業率 ･新改串比率
Gt気･ガス.熱供給･水it兼
HiEdi･通信米
48153 卸売業
54159 小売業
60-61 飲食店
J金融.保険♯
K不動産業
72洗nl･理容･浴叫#
73位ヰ叫兼
74その他の生活的連サービス*
75旅館.その他の宿泊所
76娯楽業
77自動車整備#
78機械･東Jt等修理♯
79物品★貸#
80映ii･ビデオ制作#
81放送耗
82情報サ-ビス･桐土光
83広告業
84書門サービス#
86その他の事兼サービス光
87廃兼物処理♯
･Z.7 4.4 5.4
15.6 日.4 13.5
-5.9 12.0 16.9
-6.8 16.1 15,6
-0.9 20.4 16.9
-12.1 9.0 14.5
･5.6 13.5 15.4
-2.9 10.2 8.8
-5.9 8.5 11.5
-5.2 14,0 13.6
-6,4 5.8 7.4
-5.2 11.5 12.1
-4.7 6.2 6.9
0.2 14.6 15.6
-5.6 14.3 17.7
3.0 24.1 25.1
12.0 10.2 12.a
11.8 29.6 22.2
-1.9 21.8 22.6
-4.2 16.5 17.7
-3.1 18.9 20.5
3.8 9.3 8.3
I.22
i.19
1.40
0.97
0.83
1,6Z
1.14
0.86
1.34
0.98
1.28
1.05
1.ll
1.06
1.23
1.04
1.20
0.75
1.03
1.08
1.08
0.89
資料)平成11年事業所 ･企業統計速報詳細表第7表 ｢産業 (中分解),常用雇用者規模 (10区
り作成.
機械器具製造業 ,鉄鋼業 ,化学工業)に分けて相関を見るた(9).2を越えるグ
ループでは,R2が0.365(廃業率 ･新設率比率が最 も高い織維工業を除 くと
0.692),2以下のグループでは,R2が0.381(廃業率 ･新設率比率が最 も低
い化学工業を除 くと0.523)と改善 した.
サービス業における新設率 と廃業率の相関についてはR2ほ0.817と高い値
を示 した.図 3-1-1(b)は,サービス業の21部門について新設率 と廃業率
の相関をプロットしてある.サービス業においても製造業 と同様 ,廃業率 ･
(9)製造業全体の廃業率 ･新設率比率は1.87であったので,これを基準にグループを分
けることを考えたが,1.88の金属製品製造業と1,99のその他の製造業は,廃業率 ･新設
率比率1.87以上の他の部門と比較して新設率が高く,むしろ,1.87未満のグループとの
類似性が強いと判断して,2を基準にグループ分けを行った.
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表 3- 1- 1(C) 新設 ･廃業の概観 (大分額 1996-1999年)
産ak(大分頬) 従#書増加率 (%) 斬牧串 (鶴) 廉X串 (鶴) 月井率 ･新股率比率
A A#
B ##
C .AJt
D 鉱♯
E 姓牧業
F 軸近業
G t九･ガス･熱供給･水i兼
H 運輸 ･通仲井
l 卸売 ･小売兼.欽女店
J 金h ･保険♯
K 不動産業
L サー ビス♯
-4.0 9.0 8.8
-20.1 5.0 9.5
-17.4 2.9 9.4
-14.2 3.6 9.9
-12.0 7.7 11.6
0.97
1.90
3.30
2.75
1.SO
-11.3 4.2 7.9 1.87
-2.7 4.4 5.4 1.22
-5.6 11.4 13.5 1.19
-5.2 15.9 16.2 1.02
-12.1 9.0 14.5 1.62
-5.6 13.5 15.4 1.14
-1.0 12.1 11.5 0.96
資料)平成11年事業所 .企業統計速報詳細表第7表 ｢産業 (中分類),常用雇用者規模 (10区
分),存続 ･新設 ･廃業別事業所数及び従業者数 (民営)-全国 (平成11年 ･8年)｣よ
り作成.
図3- 1- 1(a) 新設率と廃業率の相関 (製造業中分類)
15.0
1).0
11.0
汁
f l.QI
T.0
5,0
●書I.tmI)■■暮■Ilt■
+なめし事･II■A･tJLt
●石■■▲LI;RLLII■
●木材･ホ■AIaJL
+rA.qAJHJL
tゴ▲■ALt■
●tのh巾rJJL
IJLP■■■t
JIAl･■･"エAJJt -N1-■JL■JLJ I,,スナ,ナh--JL
.1[･土- →叫 ● ● ● ●tI+WJL- ●… 柵ALM
●■h JLtlJL " ～JeFZこ･■q lt
●ltJIt■bJL-JL t+.エJL
+A■暮
2.a Z･6 3.8 3.5 A.0 1.5 S.0 5.5
斬R事 (㌔)
資料)平成11年事業所 ･企業統計速報詳細表第7表 ｢産業 (中分類).常用雇用者規模 (10区
分),存続 ･新設 ･廃業別事業所数及び従業者数 (民営)-全国 (平成11年 ･8年)｣よ
り作成.
新設率比率を算出したが,製造業と比較してばらつきは小さく,金融 ･保険
莱 (大分類J)の1.6(従業者変化率マイナス12.1%)を例外として,ほとん
どの部門が0.8-1.2の間にあった.
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図3-1- 1(b) 新設率と廃業率の相関 (サービス業中分類及び卸売 ･小売業,飲食店及び
大分類G･H･J･Ⅹ)
? ? ? ? ?
?
fIA■･t'ナ*刈什X
+広BJr ●≠■サービス･■暮JL
●その他の▼Xサ-ピAT
巾Atl■
'叫棚 X' :､::サ~…●LEt●●●
)+ iLdF暮■★･+JLt+lJl
J 並t･ -･…その他の91M JLサ-ビュxtL■IJt
.tl.ItLJIJL.IAhJlL■tA棚 t●t･ガス.■●■･qJL
5.0 10.0 15.0 28.0 25.0
斬世事 (I)
資料)平成11年事業所 ･企業統計速報詳細表第7表 ｢産業 (中分析),常用雇用者規模 (10区
分),存続 ･新設 ･廃業別事業所数及び従業者数 (民営)-全国 (平成11年 ･8年)｣よ
り作成.
次に,速報基本表の第 1表 ｢産業 (小分類),存続 ･新設 ･廃業別事業所
数及び従業者数 [民営]-全国 (平成11年 ･8年)｣を利用して,同じく新設
率と廃業率の相関を3桁分類を用いて調べた.
製造業については,先の2桁分額の場合と同じく,出版 ･印刷 ･同関連産
莱 (中分類19)と武器製造業 (申分棋33)を除いた他,サンプル数の少ない
コークス製造業 (小分類213),たばこ製造業 (小分類135)も除外した.ここ
で,150全ての部門についてのR2ほ0.0014であった.先の2桁分類の場合と
同じく,各部門について廃業率 ･新設率比率を算出し,それに基づいてサン
プルの上下10%を除く121部門と上下20%を除く90部門についてそれぞれ相
関を見ると,R2はそれぞれ0.182と0.464となった.さらに,先の2桁分類の
ときと同様,廃業率 ･新設率比率で上下20%を除く90部門を2分してみる
と,上位の44部門 (廃業率 ･新設率比率2.07-3.36)と下位の46部門 (廃業
率 ･新設率比率1.40-1.98)のR2はそれぞれ0.798と0.875と大きく改善し
た.
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サービス業についても,先の2桁分類の場合と同じく,大分頬L (サービ
ス業)から2桁分類の85と88-95を除いた残 りの3桁分類部門に,大分類の
G,H,Ⅰ,J,K (電気 ･ガス ･熱供給 ･水道業,運輸 ･通信業,卸売 ･
小売業,飲食店,金融 ･保険業,不動産業)に含まれる3桁部門を加えた
194部門全体から,廃業率 ･新設率比率に基づいてサンプルの上下10%を除
く157部門と上下20%を除く118部門についてそれぞれ相関を見たところ,
R2はそれぞれ0.71と0.877となった.
以上より,製造業,サービス業とも従業者数ベースでの事業所増加率 (節
設率)と事業所減少率 (廃業率)の間には正の相関が認められると言える.
ただし,製造業については,中分類においても,小分類においても廃業率 ･
新設率比率2前後を境界として明らかに2つのグループが観察される.
ここで,近似線に沿って,右上にプロットされた産業部門では新設と廃業
がともに多い多産多死の状態にあり,そのような部門の多くは企業者的な技
術レジームのもとにあると考えられる.それに対して,左下にプロットされ
た産業部門では,新設と廃業がともに少なく少産少死の状態にあり,そのよ
うな部門の多くはルーティンな技術レジームのもとにあると考えられる.ち
し,企業者的な技術 レジームのもとにある産業部門において雇用の拡大傾向
が見られるなら,その部門の産業進化と成長がつながることになり,そのよ
うな産業部門にはリーディングセクターとしての役割が期待できるだろう.
図3-1-2(a)は,製造業については3桁分頬の150部門を,図3-1-
2(b)は,サービス業については3桁分頬の194部門を,それぞれ新設率昇順
と廃業率降順でソートして15階級と19階級に分け,階級ごとの従業者増加率
の平均をプロットしたものである.サービス業の廃業率降順を除いては,多
産多死の状態にある部門ほど雇用の減少は小さくなっている.
また,製造業とサービス業それぞれの従業者増加率と新設率及び廃業率の
相関を見ると,製造業については従業者増加率と新設率の間ではR2が0.ll
であるのに対して,サービス業における従業者増加率と廃業率の間のR2は
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図3-1-2(a)新設率 ･廃業率と従業者増加率 (製造業小分類)
? ? ???????????
2 55 g 写 3 g だ 3 g 富 e 宍 宍 守 男
- rd ■タ † 灯■ 中 ト ■1 .- pp t~● ●~ - I.の t> r- ～ fq ～
～PL(新枕甲N.*十年qt)
資料)平成11年事業所 ･企業統計速報基本表第 1表 ｢産業 (小分類),存続 ･新設 ･廃業別事
業所数及び従業者数 [民営]-全国 (平成11年 ･8年)｣より作成.
図3-1-2(b) 新設率 ･廃業率と従業者増加率 (大分規G-Lの小分類)
? ?
?
?? ? ????? ? ???? ? ?
宗 吾
+牡 (琳&事FL.*暮4L収)
資料)平成11年事業所 ･企業統計速報基本表第1表 ｢産業 (小分類),存続 ･新設 ･廃業別事
業所数及び従業者数 [民営]一全国 (平成11年 ･8年)｣より作成.
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0.504となった.サービス業では従業者増加率と廃業率の間ではR2が0.001
であるのに対して,従業者増加率と新設率の間のR2は0.568となった.製造
業の雇用が廃業率の影響を受けるのに対して,サービス業では新設率の影響
を受けることが推測される.
表3-1-2(a)と(b)は,製造業とサービス業について,企業者的な技術レ
ジームのもとにあると考えられ (新設率と廃業率の水準が高い),加えて雇
用面でのパフォーマンスの高い3桁分類産業部門のリストである.製造業で
表3- 1- 2(a) 企業者的なレジームのもとにある産業部門 (製造業小分頬)
産米部門 (小分朔番号) 従業書増加率 (%) 新枕串 (鶴) 廉未申 (鶴) 廃業率 .新没年比率
非鉄金ht第2次製錬 ･柵判# (272)
パルプ出立兼 (181)
理化学槻械結A製造業 (324)
医療用擁械鵜九 ･医療用品製近業 (323)
その他の食料品敷浪某 (129)
その他の枚械 ･同部分品敷浪# (299)
工業用プラスチック軌晶出辻井 (223)
平鹿食料品製池井 (121)
化粧品･歯h等化牡用例並品数漣兼 (207)
加工紙裂溝耗 (183)
その他の屯気絶械器A判池井 (309)
金属兼形材叔品製油業 (285)
医非晶穀池井 (206)
その他の鉄執# (269)
その他のプラスチック出品教池井 (229)
]tt鵠 ･測定器 .分析租格等戦地浅 く321)
鉄道キ丙 ･同部分品製池井 (312)
その他のパルプ.紙･紙加工品製漁業 (189)
一般産業用機械 ･装dL軌漁業 (297)
輔装材料製蓮井 (215)
野菜缶詰等載近業 (123)
飼料 ･有機実肥料戟辻井 (136)
電子部品 ･デバイス敷池井 (308)
特殊盆栽用執械也洩* (296)
事務用･サービス用等織械器A載漣♯ (298)
その他の金nt叫品製近業 (289)
紙製品浪速耗(184)
庚兼 ･昇給≠晶EZ池井 (256)
パン･嘉子叔近業 (127)
化学繊維且辻井 (204)
製鋼を行わない執材屯漁業 (264)
屯予Il井織 ･同附Bt装tL製濃集 (305)
その他の輸送用紙械紙AiL誰某 (319)
網 ･網穀近業 (147)
-0.29 4.36 6.35
-0.87 11.29 5.61
-1.32 8.28 9.23
-2.30 6.12 5.30
-3.05 7.65 9.10
-4.07 4.28 6.59
-4.32 4.61 7.70
-4.77 4.50 6.11
-4.87 12.01 6.06
-5.45 5.53 6.60
･5.48 5.95 6.90
-5.57 6.28 7.17
･5.65 4.83 5.22
-6.15 8.44 5.78
-6.19 5.89 8.46
-6.44 4.84 7.01
･6.50 5.96 9.45
･6.85 5.04 7.14
･7.60 4.50 7,26
-8.09 4.36 5.55
･8.20 4.78 8.54
18.21 5.65 8.52
-8.25 4.83 6.53
-8.37 5.22 7.88
-8.44 5.66 8.07
-9.00 4.40 7.05
-9.15 6.32 8.16
19.18 4.72 5.80
-9.34 4.28 7.27
-9.39 11.72 5.73
-9.44 4.56 5.97
-9.53 4.37 6.79
-10.37 6.00 6.50
-10.68 4.91 8.18
1.46
0.50
I.ll
0.87
I.19
1.54
1.67
1.36
0.50
1.19
1.16
1.14
1.08
0.69
1.44
1.45
1.59
1.42
1.61
1.27
1.79
1.51
1.35
1.51
1.43
1.60
1.29
1.23
1.70
0.49
1.31
1.55
1.08
1.66
資料)平成11年事業所 ･企業統計速報基本表第1表 ｢産業 (小分類),存続 ･新設 ･廃業別事
業所数及び従業者数 [民営]一全国 (平成11年 ･8年)｣より作成.
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表3-1-2(b)企業者的なレジ-ムのもとにある産業部門 (大分棟G-Lの小分煩)
??
?
? ‥? ? ?? ? ?? ? ?? ?? ?? ? ? ? ?? ? ?? ? ?? ? ?? ? ? ??? ? ? ? ?? ?? ?? ?? ?? ? ? ? ?? ? 〜? ???? ?? ??
?
??
?
? ?? ?? ? ? ? ? ??? ??
?
?????
?? ? ?
? ? ?? ?
? ?
? ? ? ??? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
? ? ?
?? ? ? ? ??? ? ? ? ? ?
? ? ? ? ?
?
? ? ?? ?? ??? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ??? ?? ?? ?? ?? ?? ?
? ?
? ?? ?? ?? ?? ?? ??
?
? ? ? ? ? ???
?
?? ???? ?
???
???????? ? ? ? ? ? ?? ? ? ? ??
?
? ? ? ??
蜘 門 (小分瓶番号)
その他の正路旅客捌 く409)
七九泣付に附帯するサービスX (474)
その他の放免料最小棚 (569)
その他のiLFB捌 iEiW (419)
自脚 光♯ (522)
その他の洗濯 ･牲昏 ･浴場X (729)
映画頒 (761)
中古品小柳 (他に分耕されないもの)(598)
下水沸 く383)
ソフトウェア耗 (821)
その他の広告業 (839)
什報処理 ･捜供サービス洗 (822)
輔医業 (844)
映画･ビデオサービス# (802)
補助的金地某.金地附書洗 (671)
各祉物品… (791)
不動州 け13)
査… (872)
瀞叫,ビヤホー ル(613)
写柵 .琳 材料小売業 (596)
榊 某 (866)
その他の鵬 処輔 (879)
姐 レストラン(601)
JW 用品小棚 (592)
特殊浴J8兼 (726)
保険媒介代叫 (694)
その他の一般放血店 (609)
兼専業 U24)
すし店 (603)
金物 ･荒物小紙 (582)
授紺 (664)
資料)平成11年事業所 ･企業統計速報基本表第1表 ｢産業 (小分頼),存続 ･新設 ･廃業別事
業所数及び従業者数 [民営]-全国 (平成11年 ･8年)｣より作成.
は,新設率と従業者増加率が大分類F (それぞれ4.24,マイナス11.32%)よ
りも高く,廃業率 ･新設率比率が大分頬F (1.87)よりも低い部門を従業者
増加率の降順に並べ,サービスでは,新設率と従業者増加率が大分類のL
(それぞれ12.06,マイナス0.96%)よりも高く,廃業率 ･新設率比率が大分
類のL (0.96)よりも低い部門を従業者増加率の降順に並べた.
製造業,サービス業とも ｢その他｣を含む部門が目に付く (製造業全体で
は13%を占めるのに対し表3-1-2(a)では24%,サービス業全体では10%
を占めるのに対し表3-1-2(b)では23%).これは,木表に新規な業態や
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ニッチな業態が比較的多く含まれることを示していると思われる.
また,サービス業については,電気通信に附帯するサービス業 (474),ソ
フトウェア業 (821),情報処理 ･提供サービス業 (822)など,典型的に企業
者的な技術レジ-ムのもとにある事業所が多いと考えられる部門の他,映画
鰭 (761)のように新しいビジネスモデル (シネマ ･コンプレックス)が普及
すると同時に在来の業態の調整が進展していると考えられる部門 (事業所あ
たり従業員数で示される事業所規模は調査期間中に1.21倍に拡大),さらに,
酒場,ビヤホール (613),美容業 (724),すし店 (603)など知識創造費用が
低く,参入が制度化されている在来型の業種も多く含まれている.これらの
部門においては,相対的残余資源の利用可能性が高いことが想定できる.
3-2.規模の経済性と産業進化
本節では,先に利用した平成11年事業所 ･企業統計の速報詳細表の第7表
｢産業 (中分類),常用雇用者規模 (10区分),存続 ･新設 ･廃業別事業所数
及び従業者数 (民営)-全国 (平成11年 ･8年)｣を利用して,従業者数ベー
スでの(1)事業所減少率 (廃業率)と事業所規模の関係,(2)事業所増加率 (新
設率)と事業所規模の関係,(3)廃業率 ･新設率比率と事業所規模の関係,(4)
廃業率と新設率の相関と事業所規模の関係の諸点を検討したい.また,平成
11年事業所 ･企業統計速報基本表第 1表 ｢産業 (小分類),存続 ･新設 ･廃業
別事業所数及び従業者数 [民営]-全国 (平成11年 ･8年)｣を利用して,(5)
事業所規模の変化が雇用に与える影響についても検討したい.
まず,廃業率 (退出率)は,当該産業部門において規模の経済性が存在す
るなら,事業所規模が拡大するにともない低下傾向を示し,低下傾向は規模
の経済性を実現する最小効率規模に達するまで続くと考えられる.それに対
して,新設率 (参入率)は,最小限の操業可能規模において最も高く,それ
は最小効率規模よりも一般に小さくなると考えられるので,最小限の操業可
能規模まで上昇した後,最小効率規模に向かって低下していくと考えられ
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る.そして,最小効率規模に達すると,それ以降はリスクの低下を反映して
反転して上昇するN字型のラインになると考えられる.このとき,新設率の
増加を反映して廃業率も上昇するだろう.したがって,廃業率はⅤ字型のラ
インを描く可能性が高いと考えられる.
図3-2-1(a)および(b)は,従業員規模階級 (0人階級と300人以上階級
を除く)別に廃業率を製造業についてプロットしたもの,図3-2-2(a)お
よび(b)は,同じくサービス業についてプロットしたものである.製造業につ
いては,全ての産業部門において規模の拡大に伴う廃業率の低下傾向が明瞭
に観察される.表3-2-1に集約してあるように,反転位置を持ち,V字
型のラインを描いたのは,100-199人階級で5部門,50-99人階級で3部門,
30-49人階級で 1部門,20-29人階級で 1部門の合計10部門 (48%)で,他は
反転位置のない右下がりのラインとなった.これら産業部門では,最小効率
規模が従業者規模300人以上に存在する可能性が高い.サービス業では,製
造業と比較して,低下傾向が緩やかな部門が多く,また,反転位置が10-19人
図3-2-1(a)従業員規模別階級の廃業率 (製造業申分額)1
? ??
? ? ? ? ?? ?
+ 衣Jl･その他のd#tl点4y池T
-■-なめしt.IILZfL･tJl+JJL
-.♯一石油tl品 ･石Di軌血tJ迫れ
-勺-木材.ホtl品81辻1 (れJLをb()
+ ゴム■AtaL
一一･･PA･■■JL14Jt
- 1rttL■LA■
- Jtl ･土石llALil■
一〇一その他の虫iB兼
資料)平成11年事業所 ･企業統計速報詳細表第7表 ｢産業 (申分燥),常用雇用者規模 (10区
分),存続 ･新設 ･廃業別事業所数及び従業者数 (民営)一全国 (平成11年 ･8年)｣よ
り作成.
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図3-2-1(b) 従業員規模別階級の廃業率 (製造業中分類)2
??
? ? ? ? ?? ? ?
-トーJl■JLLilJl
-■一飲料.たばこ･■叫もiL7K
+ Jlルプ･七･抗加工品r 並 十
一･汁･-AItt札付JL中iLt
-〇一プラスチI.yク41品tiLJI(加持eNtく
･一･ANJLPat
-■-1tJI■lPAhaI
一一t九tt根付Atlih1
---M甲■8t什A七井JI
一〇･･■■JL
資料)平成11年事業所 .企業統計速報詳細表第7表 ｢産業 (申分鞘),常用雇用者規模 (10区
分),存続 ･新設 ･廃業別事業所数及び従業者数 (民営)一全国 (平成11年 ･8年)｣よ
り作成.
図3-2-2(a)従業員規模BIJ階級の廃業率 (サービス業中分類及び卸売 ･小売業,飲食店
及び大分類G･H･J･Ⅹ) 1
A, 主 点 ふ よ 金 主
桝 +JL+d■A (人)
資料)平成11年事業所 ･企業統計速報詳細表第7表 ｢産業 (中分類),常用雇用者規模 (10区
分),存続 ･新設 ･廃業別事業所数及び従業者数 (民営)-全国 (平成11年 ･8年)｣よ
り作成.
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図3-2-2(b)従業員規模別階級の廃業率 (サ-ビス業中分類及び卸売 ･小売業,飲食店
及び大分撰G･H･J･K)2
】$0
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2S0
qlJ
昏
tlS.0
tB0
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0
･一〇一■∩サー亡.Ill
-■■.JEA■+■JL th～tNLヽ)
一･〇一■#1 (tk1･ビデオ利伸JLe杜(
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-ト.小 売 Jt
- JtJIも■L
一一･･洗井･JI書･浴qtX
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･.〇一什■サービス･■暮▲
Tでき 完 等 3; ま 冨
h 卓 畠 主 点 書 芸
従X書規れ別T& (人)
資料)平成11年事業所 ･企業統計速報詳細表第7表 ｢産業 (申分頬),常用雇用者規模 (10区
分),存続 ･新設 ･廃業別事業所数及び従業者数 (民営)-全国 (平成11年 ･8年)｣よ
り作成.
階級 2部門,20-29人階級3部門,30-49人階級4部門,50-99人階級4部門,
100-199人階級3部門と小規模方向にある.結果として,従業者規模300人未
満でⅤ字型のラインを描いた部門が73%を占めた.
図3-2-3(a)および(b)は,従業員規模階級 (0人階級と300人以上階級
を除く)別に新設率を製造業についてプロットしたもの,図3-2-4(a)お
よび(b)は,同じくサービス業についてプロットしたものである.製造業につ
いては,反転が見られた部門 (Ⅴ字塑あるいはN字型)が62%を占めてい
る.残りは規模の拡大に伴い上昇した後反転して下落するA型であった.N
字型が観察された部門は,100-199人階級で6部門,50-99人階級で4部門,
30-49人階級で1部門で52%を占めた.サービス業については,反転が見ら
れた部門 (Ⅴ字型あるいはN字型)が86%を占めている.N字型が観察され
た部門は,100-199人階級で4部門,50-99人階級で4部門,30-49人階級で3
部門,20-29人階級で2部門で59%を占めた,
もし,廃業率と新設率がそれぞれ同じ反転位置を持つⅤ字型とN字型ある
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図3-2-3(a)従業員規模別階級の新設率 (製造業中分類)1
･-●一衣ね･その他のMHL七品Bl38Jt
･･▲-なめし事LrFqも品･JE虫QliL1
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･.･.-IIR▲JkAih1
- ･書Jt･土石t晶私立X
ふ さ ま さ よ 妄 言
I)ttJTlhA (人1
資料)平成11年事業所 ･企業統計速報詳細表第 7表 ｢産業 (中分類),常用雇用者数模 (10区
分),存続 ･新設 ･廃業別事業所数及び従業者数 (民営)一全国 (平成11年 ･8年)｣よ
り作成.
図3-2-3(b)従業員規模別階級の新設率 (製造業中分類)2
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8.a
壷=
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一汁､一般*N什Att辻+
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- ●4LqNrtIAtlaJL
･.一･tt+N什JL軌ihT
-N… ～Ar4t
+ ■rlJt
一〇一化事エJL
資料)平成11年事業所 ･企業統計速報詳細表第 7表 ｢産業 (中分類),常用雇用者規模 (10区
分),存続 ･新設 ･廃業別事業所数及び従業者数 (民営)-全国 (平成11年 ･8年)｣よ
り作成.
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図3-2-4(a)従業員規模別階級の新設率 (サービス業申分税及び卸売 ･小売業,飲食店
及び大分類G･H･JIK)1
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資料)平成11年事業所 ･企業統計速報詳細表第7表 ｢産業 (中分類),常用雇用者規模 (10区
分),存続 ･新設 ･廃業別事業所数及び従業者数 (民営)一全国 (平成11年 ･8年)｣よ
り作成.
図31214(b)従業員規模別階級の新設率 (サービス業申分燥及び卸売 ･小売業,飲食店
及び大分類G･H･J･K)2
-◆-■nサー ビス*
- +■･■JL■●IJL L¶■t■く1
AーJE(Rl■･ビデオ#1作JLe8kく)
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資料)平成11年事業所 ･企業統計速報詳細表第7表 ｢産業 (申分棟),常用雇用者規模 (10区
分),存続 ･新設 ･廃業別事業所数及び従業者数 (民営)-全国 (平成11年 ･8年)｣よ
り作成.
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いはV字型のラインを描くケースでは,廃業率を新設率で除した廃業率 ･新
設率比率は,事業所規模が拡大するにともなって低下し,最小効率規模まで
達すると反転することになる.すなわち,廃業率 ･新設率比率もまた,Ⅴ字
型のラインを措くだろう.そして,廃業率と新設率の相関は,最小効率規模
と見なされる反転位置まで次第に強くなり,その後反転して弱まることにな
るだろう.
図3-2-5(a)および(b)は,従業員規模階級 (0人階級と300人以上階級
を除く)別に廃業率 ･新設率比率を製造業についてプロットしたもの,図
3-2-6(a)および(b)は,同じくサービス業についてプロットしたものであ
る.廃業率がⅤ字型,新設率がN字型あるいはⅤ字型で廃業率 ･新設率比率
がⅤ字型になる部門は,製造業で5部門 (24%),サービス業で9部門
(41%)となった.また,廃業率 ･新設率比率では反転位置が2つあるW型
が製造業で24%,サービス業で23%観察された.
次に,事業所規模階級別に廃業率と新設率の相関が見られるかを検討しよ
う.製造業については,21部門全体でほどの従業者規模別階級においても相
関は見られなかった.そこで,前節での中分類に基づく分析と同じく,廃業
率 ･新設率比率に基づいて2つのグル…プ (2以上と2未満)に分けて相関
を見た.結果は図3-2-7にあるように,両方のグループとも50-99人階
級を晩酌こA字状と解釈できる(10)
最後に,｢産業 (小分類),存続 ･新設 ･廃業別事業所数及び従業者数 [民
営]一全国 (平成11年 ･8年)｣を利用して,事業所規模の変化が雇用に与え
る影響について見ておこう.3桁分頬の産業部門について,事業所の規模の
変化 (1999年の1事業所あたりの従業者数を1996年のそれで除した値)と従
業者数の変化 (1996年から1999年の従業者増加率)との相関を見ると,製造
(10)サービス業については,どの従業者規模別階級においても製造業と比較して高いRZ
が得られたが,50-99人階級まで低下した後反転したことから仮説とは逆になった.
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図3-2-5(a)従業員規模BIJ階級の廃業率 ･新設率比率 (製造業申分煩) 1
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資料)平成11年事業所 ･企業統計速報詳細表第7衷 ｢産業 (中分類),常用雇用者規模 (10区
分),存続 ･新設 ･廃業別事業所数及び従業者数 (民営)-全国 (平成11年 ･8年)｣よ
り作成.
図3-2-5(b)従業員規模別階級の廃業率 ･新設率比率 (製造業中分類)2
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資料)平成11年事業所 ･企業統計速報詳細表第7表 ｢産業 (申分頬),常用雇用者規模 (10区
分),存続 ･新設 ･廃業別事業所数及び従業者数 (民営)一全国 (平成11年 ･8年)｣よ
り作成.
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図 3- 2-6(a)従業員規模別階級の廃業率 ･新設率比率 (サービス業中分類及び卸売 ･
小売業,飲食店及び大分塀G･H ･J･K) 1
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資料)平成11年事業所 ･企業統計速報詳細表第7表 ｢産業 (中分類),常用雇用者規模 (10区
分),存続 ･新設 ･廃業別事業所数及び従業者数 (民営)一全国 (平成11年 ･8年)｣よ
り作成.
図3-2-6(b)従業員規模別階級の廃業率 ･新設率比率 (サービス業中分類及び卸売 ･
小売業,飲食店及び大分類G･H･J･K)2
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資料)平成11年事業所 ･企業統計速報詳細表第7蓑 ｢産業 (中分類),常用雇用者規模 (10区
分),存続 ･新設 ･廃業別事業所数及び従業者数 (民営)-全国 (平成11年 ･8年)｣よ
り作成.
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表 3-2-1 従 業 員 規 模 別 階 級 の 廃 業 率 ,新 設 率 ,廃 業 率 ･新 設 率 比 率 の 形 状 と反 転 位 置
産米 (中分娩) Jk♯串 斬投串 AX串 ･細粒申比串
形状 反伝NF扱 形状 反伝相投 形状 反tE相投 ni井中･斬故事比串
12全科晶叫辻井
13飲料 ･たばこ･飼料且池井
148&NtエJK
lS衣服 ･その他の批推製品4R並牡
16木材 .木製品且漣* (kJLを除く)
17れA ･載dr鼠色辻井
18パルプ･紙 ･紙加工品製近暮
20化学工兼
D A
V 50-99 A
D A
V 100-199 A
V 50･99 N S0-99
D N 100-199
V 50･99 N 50-99
V IOO･199 A
Zl石油軌晶 .石炭製品到漣X V 20-29 N
22プラスチック救晶出渡米(別紬を除く) D N
23ゴム戟品搬渡米
24なめし事 ･同製品･毛皮&辻井
25黒井 ･土石且品似通x
26鉄dlX
27非鉄金JI製近栽
28金Jl軌晶淑渡米
29一般機械器A瓜辻♯
30qL気機械器A也漣某
31輸送用横根器JL製池井
32I密稚械捻A製池井
34その他の戟浅井
D V
V 30-49 A
V 100-199 N
D V
D N
D A
D A
D N
V IOO･199 N
D N
V 100-199 N
??
????? ? ?? ???
??????? ??
?
?
?
??????????????????
10119/50-99 0.9
100-199
30･49
10-19/50･99
30･49
30･49
20･29
50･99
10-19/30-49
100･199
30-49
20･29/50･99
50-99
50-99
10･19/SO･99
????? ー ??
崖X (大分城 .申分救) 廃業率 斬投串 廉兼串 ･斬投串比率
形状 反転鞍破 形状 反転取扱 形状 反転柑扱 廃業率 ･新政率比率
G 電気 ･ガス ･熱供給 ･水it井 V 30-49 D
H運輸 ･通借兼 V 50-99
48-53 卸売兼 V 50-99
54-59 小売業 D
60161 飲食店 V
J金融 ･保険業 V
K不動産米 V
72洗･& .理容 ･浴場業 A
?
????? ???
73地車蛾耗 V 10-19
74その他の生活関連サービスX V 30-49
75旅館,その他の宿泊所
76娯楽業
77自動手先仲井
78枚械 ･我見等修理業
79物品父貸集
80映画 ･ビデオ制作某
81放送耗
82付和サ-ビス ･耶壷井
83広告#
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図3-2-7 従業員規模別階級の廃業率と新設率の相関 (製造業申分煩)
A
～ 畠 冨 占
従 暮+耕 gt朋#抜 く人)
資料)平成11年事業所 ･企業統計速報詳細表第7表 ｢産業 (申分現),常用雇用者規模 (10区
分),存続 ･新設 ･廃業別事業所数及び従業者数 (民営)-全国 (平成11年 ･8年)｣よ
り作成.
業ではR2が0.616,サービス業では同じく0.508となり,事業所規模の拡大慣
向が見られる部門では,部門全体での雇用の拡大に結びついていると考えら
れる.
以上,(1)事業所減少率 (廃業率)と事業所規模の関係,(2)事業所増加率
(新設率)と事業所規模の関係,(3)廃業率 ･新設率比率と事業所規模の関係
については表3-2-1に整理した.データ上の制約のため(l),ラフなファ
インディングに限定されるが,多くの産業部門について,廃業率 ･新設率比
率の反転位置で示される最小効率規模を確認することができた.また,事業
所規模の変化が雇用に与える影響においては,事業所規模の拡大と雇用の拡
大の間に正の相関を観察することができた.
(ll)①最小効率規模に関する分析が申分燥 (2桁分榎)の産業部門に限定され,その中に
は非常に多様な小分類 (3桁分頬)の産業部門が含まれていること,②従業者数規模別
階級が300人未満までしかないこと,である.
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4.リボルビング ･ドアと技術 レジーム
ここでは,3-2節で確認した最小効率規模と従業者増加率の関係から見
ていこう.先の表3-2-1における①廃業率と新設率の形状条件をクリア
して廃業率 ･新設率比率がⅤ字型になった合計14部門と,②廃業率と新設率
の形状条件をクリアするかどうかは別として廃業率 ･新設率比率では反転位
置が観察されるⅤ字型あるいはW字型の部門合計34部門について,その反転
位置の廃業率 ･新設率比率 (W字型のケースでは低い方)と従業者増加率の
相関を見た.結果は,①のR2が0.494,②が0.488(図4-1)となった.
図4-1において,廃業率 ･新設率比率が1未満で従業者増加率が0未満
の左下の象限にプロットされる産業部門 (①では広告業,駐車場業,物品賃
貸業,専門サービス業,窯業 ･土石製品製造業,娯楽業,飲食店,②では飲
食店,広告業,放送業,電気 ･ガス･熱供給 ･水道業,洗濯 ･理容 ･浴場
莱,その他の事業サービス業,専門サービス業,その他の生活関連サービス
図4-1 廃業率 ･新設率比率 (反転位置)と従業者増加率の相関 (製造業中分類,サービ
ス業中分類及び卸売 ･小売業,飲食店及び大分類G･H･J･K)
?? ? ?
?
?? ??
?
0
0
○ ○
(⊃ ○
〇 〇 〇 〇〇等.○○ 〇〇 〇
tーO -1～ -10 -5従暮+叫加平 (X)
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莱,娯楽業,不動産業,物品賃貸業,駐車場業,小売業,化学工業,精密機
械器具製造業,飲料 ･たばこ･飼料製造業,窯業 ･土石製品製造業,石油製
品 ･石炭製品製造業)では,最小効率規模を達成できない事業所 (企業)が
多く含まれることを合意している.
このような部門では,最小効率規模の達成を促進する成長支援や最小効率
規模を持つ事業所 (企業)の創業支援は,その技術レジームがルーティンで
あるか企業者的であるかに関係なく,雇用の拡大という観点から支持でき
る.
ここで,廃業率 ･新設率比率の意味を再考しよう.この廃業率 ･新設率比
率が1未満のとき,事業所の新設による雇用の増加が事業所の廃業による雇
用の減少を上回ることを意味し,1を越えているときは事業所の廃業による
雇用の減少が事業所の新設による雇用の増加を上回ることになる.そして,
廃業率 ･新設率比率が1に等しい産業部門においては,参入と退出がバラン
スするリボルビング･ドアが存在することになる.
すなわち,最小効率規模に新たに達する事業所 (企業)や最小効率規模で
参入してくる事業所 (企業)が,すでに最小効率規模に達している既存事業
所 (既存企業)を当該産業から押し出すことになる.つまり,最小効率規模
における廃業率 ･新設率比率が1の近傍にあるような産業部門に対する成長
支援や創業支援は,とりわけ,その産業部門における技術 レジームがルー
ティンである場合,すでにリボルビング･ドアの位置にいる別の事業所 (企
莱)を廃業 (退出)させる (だけ)という含意を持つことになる.
しかしながら,当該産業部門の技術レジームが企業者的であるとしたら,
すなわち,新設 (参入)と廃業 (退出)がともに高い水準にあるとしたら,
成長 ･創業支援はその部門内の参入と退出を通じた革新的活動,つまり,産
業進化を促進する効果を持つだろう.
このような産業進化のプロセスが進展することによって,最小効率規模が
内生的に変化する可能性がある.廃業率 ･新設率比率が 1の近傍から,図
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4-1の近似線に沿って右下方に向かって低下するとしたら,成長 ･創業支
援は雇用拡大効果も持つことになる.成長 ･創業支援のこのような効果を産
業進化効果と呼ぶことにしよう.
図4-2では,革新的活動が活発になることで期待市場規模が変化するこ
とで,個々の潜在的創業者にとっての期待収益が改善し,その結果として創
業に伴う不確実性rと創業に必要な知識創造費用eのトレードオフを表す曲
級 (創業の蓋然性のフロンティア)Fが左にシフトすることによって,創業
が増大 (新設率が上昇)することを示している.
また,最小効率規模における廃業率 ･新設率比率が 1の近傍からかなり高
い産業部門では,調整が進行中であることを示しており,技術レジームに関
係なく,成長 ･創業支援に産業進化効果も雇用拡大効果も期待できないこと
になる.しかしながら,相対的残余資源を雇用した新設 (参入)はこのよう
図4-2 創業の蓋然性のフロンティア
｢ F1(r,e)F2(｢,e)
出所)新EEI(1999a)p,58
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な部門においても観察されることから,時間の経過に伴い (人的資源がこの
産業から退出するに伴い)調整が収束に向か う,すなわち,廃業率 ･新設率
比率が 1に向かって収束 していくことが予想できる.
5.結 語
日本型イノべ-ション ･システムには,創業や中小企業の成長支援 といっ
た要素が姐み込まれていなかったことが,すでに多 くの論者によって指摘さ
れてきた(12).中小企業が革新的活動に果たす役割は,その例外の多さにも関
わらず過少に評価されてきたのである.その過少評価の根拠となったのは,
企業数の過多性と企業規模の過小性で特徴付けられる産業組織に対する ｢過
当競争｣と呼ばれるネガティブな認識であった.
寺岡 (1997)は,日本の中小企業政策の特徴として,｢･--化｣に象徴され
る ｢上からの制度整備 と戦略的産業への集中的てこ入れを特徴 とする｣産業
政策-の強い傾斜とともに,中小企業者の ｢政策への依存性｣をあげ,政策
の受け手である中小企業者に企業家精神を呼び起 こさせない点を指摘 してい
(12)野中･永田 (1995)では,｢産業全体あるいは異業種間での知識の共有を可能にする
条件｣としての ｢冗長性を維持するための投資に耐え得るのは大企業であろう｣(p
457)と見る.そして,｢ことに大企業と並んで新産業のカテゴリー の構想という課題の
重要な担い手となるのは,行政機関である｣(p.458)と述べ,日本のイノべ-ショ
ソ･システムにおける主体が大企業と政府であることを確認している.Ostryand
Nelson(1995)では,ブメt)カのイノベーション･システムの3つの特徴の1つとして
｢ノ､イテク産業に典型的なしっかりと結合した寡占構造が発展｣せず,他方で ｢新しい
企業が-イテク分野に参入することがはるかに容易であった｣(訳書 pp70-71)こと,
そして,このような要素がヨーロッパと日本のシステムには非存在であったことを指
摘している.後藤 (2000)ち,ベンチャ-企業の活躍をアメリカのイノベーション･シ
ステムの特色の1つとして指摘するとともに,日本のイノベーション･システムの要
素であった暗黙的な知識を交換し共有していくのに適合的な企業組織を,情報 ･バイ
オといった技術に適合的な,ベンチャ 企ー業をその要素として含む新しい企業組織に
変えていく必要性を指摘している.
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る(13).このことは,日本の中小企業が,イノベーション･システムの周辺に
置かれ,大企業と政府から成る革新的活動のコアで生み出された革新の成果
を,下請け構造や産業政策的措置を通じて享受する客体と位置づけられてき
たことを示していると言えよう.
1999年12月公布の改正中小企業基本法では,｢多様で活力ある中小企業の
成長発展｣を目指して,経営の革新の促進 (第12条),創業の促進 (第13
粂),創造的な事業活動の促進 (第14粂)に示されるように,中小企業をイノ
ベーション･システムにおける主体と位置づける基本方針の転換が行われ
た.
新田 (1999a)では,創業支援を,既存企業では実現され難い研究開発投
資の偏 りを補 う,一種の技術政策と位置づけた.そして,本稿では,産業進
化を促進する一種の競争促進政策としての位置づげを試みた.このような創
業支援政策の2つの側面は,1999年2月に施行された新事業創出促進法 (旧
新規事業法)の3本の柱のうち,中小企業技術革新制度 (日本版SBIR;第三
章関係)と創業等の促進 (第二章関係)にそれぞれ対応している.
競争促進政策としての創業支援は,3-1節で見たように高い新設率 (参
入)にともなう高い廃業率と,2節で見たように低い収益率でも産業に留ま
ろうとする最小効率規模未達成企業の増加をもたらすことになる.とりわ
け,4節で見たように,最小効率規模における廃業率 ･新設率比率が 1の近
傍にあるような産業部門においてほ,創業支援はすなわち廃業支援となるの
である.つまり,革新的活動が促進される可能性はあるが,創業支援は企業
流動化策の側面を有することにもなる.したがって,倒産法制の再強化を初
めとするセーフティネットの強化が必要であろう.
本稿では,競争促進政策としての創業支援と中小企業に対する成長支援
は,中小企業政策の連続した不可分の両輪であると考える.規模の経済が産
(13)寺岡 (1997)p36
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業構造のサービス化やニーズの多様化の結果として,｢妥当するケ-スが相
対的に縮小｣しても,3-2節および4節で見てきたように,雇用の拡大と
いう観点からは,事業所規模の持つ意味は小さくないと考えられる.とりわ
汁,2節で見たように,相対的残余資源の存在が新設を促進する可能性の高
いサービス業に分類される部門においては,成長支援なき創業支援が,｢過
小過多｣を再生産し,産業進化を促進するのではなく,サービス業部門を中
心に新たな二重構造を生み出す可能性がある.
産業進化の観点においては,競争促進政策としての創業支援が産業進化効
果を発揮するためには,技術政策としての創業支援が,創業に伴う不確実性
と創業に必要な知識創造費用を引き下げ,創業の蓋然性のフロンティアを拡
大する必要がある.他方で,技術政策としての創業支援が正当化されるため
には,競争促進政策としての創業支援が雇用を拡大するというパフォーマン
スの実現に貢献していなければならないのである.
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付表A 回帰分析括果一失
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The Evolution of Industries and the Public Policies
for the Creation of New Business
Mitsllshige Nitta
In the latter half in 1990's, the extensive public policies for promoting
newly establishment of the enterprise (for example, "Law for facilitating
the creation of New Business" enforced in 1999) were introduced in
Japan. In this paper, I would like to search the theoretical background of
such policy as the policy for promoting evolution of industry that the
innovative activities were accompanied by newly establishment and
discontinuance ofbusiness of the enterprise.
To begin with, I carried out the fact finding on the relation between
newly establishment and discontinuance of business using the data of
"The 1999 Establishment and Enterprise Census." And I verified some
hypotheses on the evolution of industries which Acs and Audretsch (1991)
and Audretsch (1995) presented and tried the reexamination of these
hypotheses.
I set the increasing rate of newly establishment (the number of
employee base) and the increasing rate of discontinuance of business (the
number of employee base) during 1996-1999 period as main variables. I
carried out the regression analysis on manufacturing industries and
service industries (industrial classification of 2 and 3 digits), and
confirmed that there was the positive correlation between the increasing
rate of newly establishment and the increasing rate of discontinuance of
business.
I examined the ratio of increasing rate of discontinuance of business
and increasing rate of newly establishment (D / E ratio) on enterprise
scale (by the number of employee base) and industrial sector (industrial
classification of 2 digits). As the result, I confirmed that the D / E ratio
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described the V-shaped curve with the extension of enterprise scale in
many industrial sectors. I consider that the base point of this V-shaped
curve shows minimum efficient scale. I confirmed that there was the
positive correlation between this minimum efficient scale (D / E ratio at
V-shaped base point) and employment increasing rate of the industrial
sector.
Based on these results of analysis, I describe some policy implications
on the public policies for the newly establishment of enterprises and the
initial support and growth support for the newly-established and small-
scale enterprises.
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